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＜特 集＞第49回環境保全・公害防止研究発表会 

 

特別講演：「気候変動適応への取組みと課題」 

 

    肱 岡 靖 明 

  （国立研究開発法人国立環境研究所気候変動適応センター副センター長） 

 

座長  廣 畑 昌 章 

   （全国環境研協議会長：熊本県保健環境科学研究所長） 

 

 

1．はじめに 

今日の話の内容は，まず気候変動というものがどれほ

ど我々に迫ってきているのか，迫りくる気候変動と既に

起きている影響，そして将来の影響，さらには気候変動

適応とはどういうものか，適応策の具体例について，お

話しいたします。 

 

2．迫りくる気候変動 

世界の経済界トップが集まった世界経済フォーラムで

の報告書において，「異常気象」は発生確率の高いグロ

ーバルリスクの第1位，「気候変動の緩和・適応の失

敗」は影響の大きいリスク，発生確率の高いリスクのい

ずれも第2位で，気候変動問題は，世界の経済界におい

ても非常に懸念されている事項となっています。 

世界中で様々な異常気象，気象災害が起きており，非

常に暑い異常高温，大雨による被害だけでなく，干ばつ

など影響が出ています。 

では，本当に温暖化は生じているのか。最近は，さす

がに，そのような懐疑論はあまり聞かれなくなりました

が，長期的なトレンドでは，2000年から2010年に高止ま

り，気候変動のハイエイタス（hiatus），ここでこれか

ら下がるのではないか，寒冷化するのではないかという

議論がありましたが，気温上昇傾向は継続しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本においても，世界と同様に，気温の上昇傾向が長

期的データから示されています。日最高気温が30℃を超

える真夏日は増えていますし，35℃以上の猛暑日も増加

傾向にあり，皆さんも実感されていることかと思いま

す。 

温暖化によって気候変動が生じており，気温だけでな

く，大雨によっても様々な被害が生じています。平成30

年から令和3年まで，これまでであれば人生で1回か2

回，大きな災害に見舞われるということだったものが，

毎年，日本中どこかで，甚大な被害が生じています。雨

の降り方も変わってきており，1時間50ミリ，すなわち

バケツをひっくり返したような大雨の頻度が増えていま

すし，1時間80ミリ，内水氾濫を生じさせるような大雨

というものも10年当たり2.6回増加しています。さら

に，1日当たり200ミリという河川洪水が懸念される大雨

も，増加傾向にあることが示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように，温暖化による気候変動が起きて，災害リ

スクが高まっているということが既に明らかになってい

ることを，御理解いただけるかと思います。 

一方，日降水量1ミリ以上の年間日数の経年変化で

は，降雨日数の減少傾向，すなわち雨が降らない日が増

えています。これらはどういうことかというと，日本の
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総降水量は有意な変化はありませんが，大雨の頻度，強

度が増加傾向にありながら，一方，雨の降らない日も増

加していることから，雨の降り方が極端になっていま

す。 

気候変動によってどのような影響が生じてきている

か，2001年にIPCCで報告された世界で観測された影響の

マップでは，水文や動植物などに気候変動の影響は既に

生じていると報告されています。ただし，2001年では，

影響が少ないと見えるかもしれませんが，これは，長期

間観測されたデータを分析して，気候変動影響が有意で

あったという結果を英語の論文で報告されたケースが，

これだけであったということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2007年IPCC第四次報告書では，だいぶ増えたように見

えますけれども，例えば，アメリカ，ヨーロッパ，ロシ

アという先進国等では，長期的なデータがあって，温暖

化の影響を受けているということを科学的に証明できた

ものがこれだけあったということです。別に中国とかイ

ンド，アフリカ，南米で影響を受けていなかったわけで

なくて，そういう研究がまだなかったという状況にあり

ました。 

2014年報告書では，さらにいろんな知見を集めようと

努力しました。例えばインドでは，赤いトラクターの中

は白抜きになっていますけれども，これは気候変動の影

響だけでなく，適切な管理ができていないなど人為的な

影響も大きいということを考えて，気候変動の寄与は小

さいと整理されています。しかしながら，報告書作成時

は科学的な研究があまり多くないということから，定性

的な評価にとどまっていました。世界中で様々な分野に

おいて，気候変動の影響はどの程度大きいのか，一方，

人為的な影響も大きいということが定性的に分かってき

たのが2014年報告書でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして，2022年2月末に公表された第六次評価報告書

においては，地域別の「生態系の構造の変化」，「種の

生息域の移動」，「時期の変化」で影響が起きているこ

との確信度が高いということも分かってきました。まだ

まだ科学的知見が少ない，証拠が不十分な点もあります

けれど，このように，2014年の報告書と比べて，地域別

に科学的な情報が整理されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「水不足と食料生産への影響」，「健康と福祉への影

響」及び「都市，居住地，インフラへの影響」の状況で

は，マイナスは悪い影響で，この青色が濃くなると，そ
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の確信度が高いということです。影響にはプラス・マイ

ナスがあり，それぞれの影響を適切に評価しています。

まだまだ確信度が中程度，中には低いというものがあり

ますので，これから知見をどんどん蓄積していかなくて

はなりません。このように世界中で，どのような影響が

既に生じているか，科学的知見が蓄積されてきました。 

日本では，生態系の一部ですが，農作物は非常に大き

な影響を受けており，例えば，白未熟粒，お米が白く白

濁することによって一等米が二等米になってしまうよう

な影響や，ブドウの着色不良，リンゴの日焼け，ウンシ

ュウミカンの浮皮，トマトの裂果，菊花の奇形化などの

ほか，畜産では暑さの影響で乳牛の乳の出が悪くなるこ

とが報告されています。 

陸域だけではなく，海洋生態系においても，サンゴの

白化や，磯焼けなども既に報告されています。 

また，暑熱，熱中症によって救急車で運ばれる人数も

2018年には10万人近くになっており，多くの方が影響を

受けています。健康への影響には，感染症媒介蚊の北上

というものもあります。1950年頃は，福島県の南部まで

がデング熱を媒介するヒトスジシマカの生息域でした

が，温暖化によって年平均気温11℃を超える地域が北上

しており，今では青森県まできてしまっています。デン

グ熱を媒介するヒトスジシマカがいたとしても，デング

熱に罹った人がいなければ感染しません。蚊が媒介して

人から人に感染するという病気ですので，水際対策によ

り2013年頃まではデング熱が流行していませんでした。

しかしながら，2014年に東京の代々木公園で蚊の大量発

生がありましたし，2013年にはドイツの旅行者が，日本

に直行便で来て，旅行し，帰ってからデング熱が発症し

たということで，実は日本においてもデング熱に罹るリ

スクがあるということが証明されました。日本では，北

海道を除き，デング熱のリスクがあるところで生活して

いるという状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然災害については，土砂災害が年間1000件前後発生

しており2016年は1492件でした。先ほど紹介しました

が，大雨の頻度が多くなり，土砂災害の発生件数が増え

ている状況です。河川の氾濫等は，毎年，全国どこかで

発生している状況です。全国1741市区町村で，過去10年

間では，97％の市区町村で水害が発生しており，半数近

くの市町村では10年間に10回以上の水害が発生している

ことが報告されています。大雨による影響は，洪水だけ

ではなくて，2019年の台風15号の場合は停電が発生しま

した。それによって，熱中症による救急搬送数も増加

し，複合影響というものも，非常に大きな問題となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，サプライチェーンを通じた国内への影響もあ

ります。2011年のタイのチャオプラヤ川の洪水において

は，現地の日系企業に被害が生じました。ハードディス

ク製造工場などが被災し，日本企業に3150億円の損失が

発生したということが報告されています。 

国民生活，都市生活については，温暖化によって桜の

開花が早まる傾向にあり，秋のカエデの紅葉が遅くなる

傾向にあることが長期のデータから分かってきていま

す。こういうものにより，イベント等の時期の変更や観

光客の入込数の減少ということが報告されています。 

先ほど豪雨による影響で，災害をもたらしたことを報

告しましたが，豪雨による鉄道のストップや道路の寸断

ということも報告されており，被害額が約6500億円と非

常に甚大となっています。 

このような既に生じており，我々が直面している異常

気象について，国会では「気候非常事態宣言」が決議さ

れました。決議の中で「もはや地球温暖化問題は気候変

動の域を超えて気候危機の状況に立ち至っている」とさ

れており，我々は一日も早い脱炭素社会の実現に取り組

まないといけないということが表明されました。また，

多くの自治体では，二酸化炭素排出実質ゼロ，2050年に

ゼロにしましょうということが宣言されています。 
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3．気候変動による影響 

将来，このような気候変動影響がどうなるのかについ

て紹介します。そもそも将来どうなるかについては，我

々の今後の行動にかかっているわけです。これから破滅

的な未来になるのか，1.5℃上昇に留まるのか，我々が

どれぐらい温室効果ガスを減らすことができるかにより

ます。 

第六次評価報告書では，五つの大きなシナリオを準備

しています。非常に温暖化が進むケースSSP5-8.5は全然

温暖化対策をしないケースです。SSP1-1.9は何とか頑張

って，世界の平均気温の上昇を産業革命以前から1.5℃

程度に抑えようというもので，このように様々なシナリ

オを準備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように整理すると，何も努力しない場合には最大

5.7℃上昇してしまうということが分かります。対策を

講じたら，上昇幅を小さくすることができ，SSP1-1.9

は，だいたい1.5℃程度に抑えるシナリオで，このため

には我々は非常に大きな努力をしなくてはなりません。

産業革命以前に比べると既に1.09℃上昇していることが

分かってまいりましたので，残り0.5℃もないぐらいの

上昇幅しか余裕がありませんので，我々は一刻も早く緩

和策に取り組まないといけないわけです。 

さらに，どういう影響を受けるのかということも整理

されてきており，これはバーニングアンバー（Burning 

embers）といわれるもので示されています。気候変動の

影響は，地域特性，分野別の影響も大きく異なりますの

で，それを一つにまとめるのはなかなか難しいことか

ら，それをリーズンフォーコンサーン（Reasons for 

Concern：懸念材料）に大きく分けて評価しています。

「固有性が高い生態系等への脅威」は，気温上昇は小さ

くても影響が非常に大きく，リスクが非常に高い。一

方，「大規模な特異現象」は，影響が現れるのに時間が

かかりますので，すぐには起きないけれども，その影響

は2℃，3℃超えていくとリスクが高まってくる，このよ

うな整理もされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以前は1.5℃目標が決まらない場合は，どこまでに温

暖化の安定，温室効果ガスの排出，気温上昇を止めるか

という議論がなされていました。さらに，先ほどのリー

ズンフォーコンサーンは世界を一つにまとめて評価して

いますので，もう少し分野を分けてみたらどうか，例え

ば生物多様性，サンゴへの影響や樹木の枯死，暑熱影響

など，適応した場合どれぐらいそのリスクを減らせるの

かというものも整理してきました。このように，2014年

第五次評価報告書でも一部検討されましたが，第六次評

価報告書では定量的な形で，より研究が進んできていま

す。 
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日本における影響について，21世紀末，何も削減をし

ないRCP8.5の場合は，全国的に猛暑日は非常に増加しま

す。2℃上昇に抑えた場合においても，猛暑日日数は増

えますが，大きく増えずに留まることできますので，我

々は気温上昇を止める緩和策に取り組まないといけない

わけです。気温だけでなく雨の降り方も変わり，日降水

量200ミリ以上の年間日数が2℃上昇の場合約1.5倍，4℃

上昇の場合約2.3倍に増加するという定量的な予測も分

かってきました。このような科学的知見に基づいてどの

ように対応していくのか。例えば，降雨量は全国平均で

2℃上昇の時に1.1倍，4℃上昇の場合に1.3倍になり，雨

が強くなると集まって流れる水量は1.2倍，洪水発生頻

度は2倍になると予測されますので，このような知見に

基づいて国の方では，防護レベルを上げ，堤防や治水の

能力を上げていこうとしています。今までは，既往最大

の被害に対して，何とか被害が起きないようにしようと

いう努力をしてきたわけですが，それではもう間に合わ

ず十分ではないことから，将来の温暖化の進行も考えて

対策に取り組んでいます。 

この将来の影響では，熱中症がどれぐらい増えるのか

ということも研究しており，例えば，熱中症搬送者数

は，2050年辺りでは2℃上昇，4℃上昇であまり差がない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ですが，21世紀末では2℃程度に気温上昇を抑えれば

1.79倍になりますが，4℃上昇では4.45倍になってしま

います。 

お米については，温暖化が進んでしまった場合，今の

まま品種も変えずにいると，図の赤いエリア，コメ収量

が半分以下になってしまうエリアが非常に増えてしまい

ます。黄色いところは収量が半分以下にならないけれど

も，収量が減少する地域を示しており，多くの地域で，

おいしいお米を育てづらくなってしまうことがわかりま

す。もちろん農家の方も，そのまま手をこまねいている

わけではありませんので，植え付けるタイミングを変え

てみたらどうかと，コンピューター計算で最も適切な植

え付けタイミングを見た場合には，この赤色のエリアを

非常に減らすことができます。緑や青のエリアの収量が

増えるところもできるけれども，まだ黄色のエリア，す

なわち収量が減るエリアが出てくるということが分かっ

てきました。植え付け時期だけでなく，品種を変えると

いった様々な適応策が必要だということが，2014年の研

究成果で分かっており，今は新しい研究が進められてい

ます。 
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日本においては，これまで起きている影響に加えて将

来影響も鑑みて，農林水産業から国民生活・都市生活ま

での七つの分野に着目して，適応策に取り組んでいくこ

ととしています。さらに，この分野を大項目から小項目

まで分けて，その小項目別に，重大性，緊急性，その確

信度というものを整理しています。これは，それぞれの

専門家が集まって，科学的な知見に基づいて，整理しま

した。重大性が赤いところ，緊急性が赤いところが多い

ですが，科学的知見が少ない分野・項目もあり，これか

ら，科学的知見を充実しなくてはなりません。今後，こ

のような影響の評価に基づいて，適応策に取り組んでい

かなくてはなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩和策，温室効果ガスの排出を何とか抑制すること

で，気候変動を抑えて，その影響を減らしていこうとい

うことが一番大事なわけですが，残念ながら，この瞬間

でも我々の活動によって，温室効果ガスを大気中に放出

しています。それが滞留することよって地球を温めると

いうことで，この瞬間排出ゼロにしたとしても，一定程

度気温上昇しますし，気候パターンが変わってしまいま

す。それに適応するということで，気候変動の影響に対

処し，被害を少なくするということで取り組んでいかな

いといけないのです。このように緩和と適応は両輪だと

いう時代になりました。以前は，緩和策に取り組むの

に，適応策をやったら何とかなるのであれば，緩和策の

努力が進まないのではないかということで，適応策の話

をするなという時代もありましたけれども，今日，紹介

させていただきましたように，もう既に様々な影響が生

じていることから，温暖化は未だ起きていないのではな

いかというような論争がありましたけれども，そういう

時代から何とか，緩和策それも1.5℃の目標を達成しよ

うという時代になり，さらには適応策に取り組んで，気

候危機に対処していこうという時代になってきたわけで

す。 

 

4．気候変動適応とは 

次に，気候変動適応に関して紹介します。 

まず基本のリスクを考える場合は，ハザード，例え

ば，どれぐらい大雨が降るのか，洪水が起きてしまうの

か，暴露，そこにどれぐらい資産があったり人が住んで

いるのか，さらにそこの影響を受ける，例えばハザード

を受けるところが，非常に高齢者が集まっているのかな

ど，「ハザード」，「脆弱性」，「暴露」の三つの視点

から考え，影響を評価する。このような考え方が，2012

年の特別報告書（SREX）から2014年の第五次報告書を通

じて整理されてきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気候変動適応の定義を，少し長々と文章に書いてあり

ますが，人間システムにおいて，適応は，害を和らげ回

避する。もう一つは，有益な機会を活かそうとすること

と定義されています。先ほどの気候変動の影響で既に起

きているもので説明したとおり，プラス・マイナスのア

イコンがありましたが，気候変動では有益なプラスの影

響も出てきますので，悪影響を軽減するだけでなく，気

候変動による影響を有効に活用することも含むというこ

とを御理解いただければと思います。 

今まで我々は，例えば大雨，重大な閾値に対して，何

とかその被害が起きないような対策をしようと努力して
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きました。これまで，この閾値は変わらないと考えてき

ましたが，残念ながら，気候変動の影響が大きくなり何

度も閾値を超えてしまう，大雨の頻度の増加や，非常に

暑い日が増えるということから，この閾値を上げていか

なければなりませんが，これが非常に難しいわけです。 

閾値をどこまで上げるか，さらにそれを超えてしまう

被害が出てきますので，不確実な将来に対して，何とか

対応する能力を上げていこうというのが適応策の考え方

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この適応策，様々な取組みと考え方がありますが，三

つ大きくあり，まず「対応能力」，今すぐできること，

十分に理解されていない，普及されていない，行動に繋

がっていないところを強化するということです。そし

て，これから1.5℃上がってしまうのなら，それに合わ

せていろんなことを変えていこうというのが「適応能

力」です。もうこれでは間に合わないということであれ

ば，「変革能力」，例えば住む所を変えるなど社会自体

を変革することです。この三つの取組み方があるわけで

すけど，最初からこの変革的なところに取り組むのは，

社会の合意も必要ですので，まずは安定的に取り組める

ようなもの，柔軟性を持ってやるところ，それでも間に

合わないというようなことになれば変革的にやっていこ

うという考え方が重要になります。 

もちろん，適応策については，全てがよいものだけで

はなく，失敗もありますし，短期的に自分だけがよけれ

ばいいと考えてしまうと，失敗，よくない適応となるも

のがあります。例えば，ある道筋への依存に固執するこ

とは，道筋の修正ができなくなりますし，ある特定のグ

ループだけに利益をもたらし他のグループ間での衝突を

招く適応策は失敗に終わることがありますので，適応策

を行えば全て良くなるわけではありません。第六次評価

報告書において失敗事例も紹介されています。 

気候変動に関する国際的な動き・政府の動きについ

て，気候変動枠組条約による緩和策の取組みは1992年に

始まって，日本では地球温暖化対策推進法等があり，一

方，適応策は2018年12月1日に施行された気候変動適応

法があり，取り組み始めて5年も経っていないところ

で，まず緩和に取り組んできた時代，それでは足りない

ということで適応もしっかりやろうという時代になって

きました。 

気候変動適応法の概要について，気候変動適応法には

四つの柱があります。一つ目は適応の総合的推進で，日

本においては，国，地方公共団体，事業者，国民の全て

で取り組みましょうということが明確化されています。

もちろん，全てが等しくできるわけではありませんの

で，国が，しっかりと各分野の適応を推進する基本的計

画を策定し，さらに把握・評価手法を開発し，環境省が

気候変動影響を評価し，それに基づいて計画を立てると

いうことになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どういう分野を取り組むかというと，先ほど紹介した

七つの分野に対して，科学的な知見をしっかりと集め

て，適応計画を推進しようということになっています。 

しかし，実際取り組むのは地方公共団体や事業者，国

民ですので，様々なところに情報があって，なかなか取

り組みづらいことから，情報基盤を整備しようというこ

とが二つ目の柱となっています。情報基盤の整備は，国
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立環境研究所が法律で定められた業務として行っていま

す。これは，A-PLATとして行っており，様々な科学的知

見を集約することで，三つ目の地域での適応の強化に使

っていただくことになります。地域での適応の強化で

は，地域気候変動適応計画を策定し，地域気候変動適応

センターを確保すること，この二つは努力義務です。地

方公共団体によって状況が異なりますので，それを支援

するためブロックごとに情報交換をしながら，適応に取

り組んでいこうという形になっています。もちろん，日

本だけに留まるのではなく，国際協力を行って事業者の

取組・適応ビジネスを促進していきましょうという四つ

の柱が，適応法の概要となっています。 

国立環境研究所は，2018年12月1日に気候変動適応セ

ンターを立ち上げて業務を行っていますが，我々だけで

は，全てを網羅することはできませんので，国の調査研

究機関，大学等の研究機関と連携することで，日本の科

学的知見を集約して，それを国民の皆様や企業の方，さ

らには地方公共団体の方に情報を提供します。日本は，

北から南まで地域により大きく異なりますので，それぞ

れの地域に応じた適応を推進いただきたいということか

ら，各地域気候変動適応センターと連携していくという

立て付けになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，我々が開発・運営していますA-PLATでは，先ほ

どの法律の立て付けと合わせまして，国の取組み，地域

の適応，事業者の適応，個人の適応について，その取組

み方，情報を分類して提供しています。 

特に地域の適応については，地域気候変動適応計画の

立て方，地域気候変動適応センターの紹介，普及啓発方

法などを，入口を分かりやすくすることによって，皆さ

んに見ていただけるように工夫しています。さらには，

適応に取り組みたいけどどういうのがあるのだろうか，

そもそも適応とは何だろうかということを知ってもらう

ために，国内外の適応の取組み事例を整理し適応策デー

タベースとして公表しています。 

事業者の適応については，これからの状況ではありま

すが，気候リスク，悪影響を軽減回避する事業者の取組

みと，適応ビジネスの取組みを上手く進めている例等も

A-PLATで公表しており，またTCFD（気候関連財務情報開

示タスクフォース）という取組みも紹介しています。今

年10月8日現在の気候変動適応法に基づく地方自治体の

地域気候変動適応計画の策定状況は，都道府県46，政令

市，市区町村合わせて177になり，多くの適応計画がで

きています。 

さらには，地域気候変動適応センターについては，予

算措置もない中で，私もどれだけ設置していただけるの

か非常に不安だったわけですが，今までに都道府県40，

政令市3，市区町村10の53センターを立ち上げていただ

いております。このように各地域で適応に取り組もうと

いう機運が高まっているということかと思います。 

最後ですが，国立環境研究所気候変動適応センターに

ついては，国内だけではなくアジア太平洋の国の皆さん

とも連携しながら適応を進めるため，2019年6月16日に

AP-PLATアジア太平洋気候変動適応情報プラットフォー

ムも立ち上げています。A-PLATと同様に，科学的知見を

集約し，さらには支援ツールを作り，国立環境研究所だ

けではできませんので，国ともしっかり連携しながら，

人材育成等の活動を進めています。 

 

5．適応策の具体例 

次に，気候変動適応策の具体例に関して紹介します。 

適応策というのは，何か新しい革新的なことをするだ

けではなくて，この図を見ていただきますと，堤防があ

り海面があって，温暖化すると海面上昇によって，堤防

を越波して，このままでいくと影響を受けてしまうの

で，堤防を嵩上げしようします。我々は島国ですから，

堤防を造ってきた長い歴史と技術があるのでできるわけ

です。見ていただきますと，水資源，食料，沿岸地帯，

人間の健康，金融サービス，様々な適応策事例を書いて

ありますけれども，目新しいものはないかと思います。 
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難しいのは，海面が現状よりもどれぐらい上昇するの

か，緩和策の努力や不確実なものがあることから，2100

年に何十センチとピタッと決まるわけではありません。

そのため，どの程度嵩上げすればいいのか，水利用はど

こまで高効率化しないといけないのか，不確実な中で対

策を行わないといけないことから，これは非常に難しい

ことです。しかし，実行できる技術はあるので，将来予

測を組み込みながら段階的に取組みを進めていくことが

適応策になると思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界的に有名な事例として，イギリスのロンドンのテ

ムズ川にある防潮堤を紹介します。この防潮堤は，防潮

堤の間が開いて，水上バスが通ることができる構造にな

っており，観光客が訪れる場所です。防潮堤は1000年に

1回の高潮洪水に対して対処しようと造られました。し

かしながら，温暖化による海面上昇で，100年に1回まで

しか対応できないということが分かってきており，これ

ではいかんということから，新しい計画を考えました。

例えば，閾値1の海面上昇何十センチかまでは今の施設

で対処するけれども，それ以上の海面上昇では既設堤防

を嵩上げし閾値2まで対処する。さらに閾値3に向かうと

きには，今ある水門を無理矢理使いながら，新しい水門

の準備を始め，堤防の再嵩上げで対処し，さらに3メー

トルまで海面が上昇するようなケースにおいては新たな

構造の水門の準備をしようと計画を立てました。IPCCの

予測においては2100年には海面上昇量1メートル程度の

予測しかないにもかかわらず，彼らは，こういう高い海

面上昇量でも対処できる準備をしたということです。た

だし，全てを造ったわけではなくて，こうなったらこう

対処しようと準備をしたということが非常に賢い考え方

で，これは世界的によく知られた適応計画と言われてい

ます。 

もう一つ重要なのが，海面の上昇量を測っておかない

といけない。特定の場所で本当に潮位が上がるのかしっ

かり調べる。海水面が上がるとしても，もし想定された

計画上の予測ラインよりも早ければ，計画を実行する時

期も早くする必要がありますので，潮位をモニタリング

する必要があります。もし運よく海水面の上昇がなけれ

ば，先ほどの様々な施策は実施しなくて済むわけです。

しかし，海面水位が上昇してきたら，予測と合っている

ので準備をし，状況を見ながら対策を実施します。従っ

て，計画を立てて終わりではなく，モニタリングをセッ

トで実施することから上手い取組みかと思います。 

日本における適応策について，夏の高温に対処するた

め，高温耐性米が日本中の様々なところで導入されてい

ます。皆様の地域にもあるかと思いますが，それぞれ品

種改良されて，何とかおいしいお米を作ろうという努力

をされているわけです。また，大雨の時に水を貯め洪水

を防止する工夫がなされており，神奈川県の鶴見川流域

において2019年の台風19号の時に上手く活用された例

で，平時は住民が公園として利用していますが，大雨の

時に一時河川水を遊水地の中に引き込み，河川の水位上

昇を抑えて，被害を減らすことができたという適応策の

一つの事例です。 

愛知県日光川の水閘門は，日本でも少ない将来を見据

えた適応策の事例になります。先ほどのロンドンのテム

ズ川でもありましたが，将来の海面水位の上昇の対処に

ついて，水門ゲートの取り替えの方策を検討しました。

IPCCの科学的知見から，ゲートをもっと高くしたいとい

うことを提案し，ゲートの高さをどれぐらい上げるのか

ということは科学的知見で，実施時期は水位の状況に応

じて決めることとし，さらにゲートを高くすると基礎が

不安定になることから，基礎も強化しています。将来，

海面水位が上昇したときには，ゲートを取り替えること

になります。今直ぐにゲートを取り替えるわけではな

く，将来の海面水位の上昇に備えた非常にいい適応策の

事例かと思います。 

事業者と適応策について，気候変動のリスク，悪影響

を軽減するリスク管理と，有効活用するビジネスという

ものがあります。 
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一つ目の気候リスク管理について，サプライチェーン

の分断に対応するリスク管理では，2011年のタイのチャ

オプラヤ川で発生した大洪水の教訓を受けて，いかに安

定的に供給できる体制を構築するかということが事業リ

スクの回避として既に取り組まれています。一方，適応

ビジネスとしては，温暖化が進む時代にどういうビジネ

スがあるのか，建物，まち，インフラ等で施工の省力

化，緩和も同時にできるものはないかといったことが考

えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幾つか事例として，三千櫻酒造は岐阜県の日本酒の酒

蔵です。酒米を冷やすという工程は，普通の外気温で行

っておりましたが，気温が上がることによって外気が暑

くなって，なかなか簡単に米が冷めない。お金があれ

ば，大きな冷凍庫，冷蔵庫を買えばいいところ，それが

なかなか出来ないことから思うような酒造りが困難にな

っていました。酒蔵が古くなったので建て替えるのか又

は移転するのか考えられて，北海道東川町と国の支援制

度を上手く使って移転されました。このようなチャレン

ジも一つの適応策事例です。 

カルビーは，北海道を馬鈴薯の調達先のメインにして

いたところ，2016年の台風に見舞われ馬鈴薯が不足した

ことから，様々な場所で馬鈴薯を調達できるように取り

組まれています。 

味の素は，2010年のタイの大洪水によって現地の製造

拠点が被災し自社生産が一時停止したことを受けて，全

世界の工場のリスクを評価し，洪水対策を行い，また洪

水だけではなく渇水対策として貯水池の設置や取水口の

位置変更など適応策に努力されています。 

キーコーヒーは，2050年までにコーヒー栽培に適した

土地が現在の50％にまで縮小してしまうという予測があ

ることから，国際的な研究機関とともに各国生産地ごと

の最適品種を発掘する研究を進めています。 

大塚製薬は，自治体と連携し熱中症対策を全国各地で

行っています。熱中症対策ポスターを制作し啓発を行う

だけではなく，地域に熱中症の情報を届ける体制構築を

行っており，自社製品を売るだけではなく自治体と連携

して取り組んでいます。 

最後にSOMPOホールディングスは，自治体向け「防災

・減災サービス」ということで，自治体向けの保険を開

発，販売しています。自治体が避難勧告等を発令した場

合に予想どおりに災害が発生しなかったときに，避難所

の設置などで生じた費用が補償されるものです。 

 

6．まとめ 

まとめとして，適応をどう考えるのか。非常に難しい

のは，将来が分かっていない状況でありながら，しかし

リスクはある中で，どう取り組めばいいのかということ

で，適応で大きな壁になります。重要なことは，適応に

ついては反復的に考えるということです。まず問題があ

り，目標を設定して，我々はどこまで取り組むんだとい

う決定基準を設定し，リスクはどうなのかしっかり評価

して，適応策を決め，さらには適応策を選択する。ただ

し，リスク評価と適応策の検討，選択のサイクルは何回

もぐるぐる行った上で，最適な適応策を決定し計画を作

ります。さらには，その適応策を実装，実施するととも

に，モニタリングを行い，適応策が本当に効果あるもの

なのかということを確認しながら何度も繰り返す。何故

なら，我々は，将来の気候変動を様々な研究があります

が，実際どうなるのかを予見することはできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測においては幅を持って，こういう条件ではこうな

るという形で予測をしますが，必ずしも的確に当たらな

いときもあるかもしれません。我々は，それを踏まえて

財産，生命を守らないといけないので，反復的リスクア

セスメントのプロセスを繰り返すことによって適応策を

進めていくということが，適応においては非常に重要な

取組みとなります。 

我々が住むこの地球には，大きな気候変動のストレス

や社会的ストレスの要因があるということから，意思決
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定の分岐点において，いい選択を行い，レジリエントな

空間を広げていこうということが考えられてきました。

今では，IPCC1.5℃報告書においては，それをSDGsとし

っかりリンクさせSDGsに取り組むことで，温暖化の進行

を止めるよう取り組んでいこうということです。 

さらには，気候レジリエントな開発については，1.5

℃のパスを進んだとしても，新型コロナウイルスのよう

な世界的なショックもあることから，COVID-19とか

Drought or Floods（干ばつ又は洪水）のような極端な

現象も鑑みながら，持続可能な社会を構築していこうと

いうことが世界的にも考えられつつあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応の課題ですけれども，今回の講演タイトルのとお

り，様々な課題があります。私は，2016年にもこのよう

な機会をいただき発表しましたが，その年はA-PLATを作

った年で，法律もまだ無くなかなかこういう話はできな

かったところです。ここ4年，5年で，これぐらい進んで

きていますが，残念ながら適応については認知度が低

く，皆さん，あまり理解していただけないところです。

SDGsと比べて認知度が低く，何とか解消したいと思って

います。さらに，様々な分野で気候変動の影響が生じ

て，適応をしないといけないということは分かっていた

だけますが，専門性が高く，内容も多岐に渡るため，適

応に取り組むときは，何を何処から行うかというところ

が難しく時間もかかります。また，専門家が極端に少な

く，気候変動適応を体系的に学ぶ場もあまりないという

ことから，我々も，今取り組んでいます普及活動を促進

することや，適応は緩和と同様に各自に直結することで

すので，例えば，洪水の被害，熱中症など「わがこと

化」するということが大事です。さらには教育の一環と

して学ぶ機会を創出するなど，義務教育の中でも気候変

動の緩和，適応，気候の大きなメカニズム等も学ぶ機会

が作られ，また気候変動適応分野の学部ができればいい

かなと思っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応の取り組みづらさについては，今日何度も説明し

ましたが，適応においては，温室効果ガスの削減のよう

に，例えば50％減，ゼロエミッションというような大き

な目標値を設定しづらいわけです。何から取り組めばい

いか分かりづらいところです。地域によっても異なりま

すし，主体によっても異なりますので，取組み順番を決

めるのも容易ではありません。また，適応に取り組んだ

からといって，将来のリスクに対して備えることになる

ことから，今日やって明日直ぐ効果が出るというわけで

はないので，効果は実感しづらいです。大事なことは，

今日説明しました「できることからやる」ことです。例

えば，災害時の避難経路をしっかり確認する，自分の家

を買う時にちゃんとハザードマップを見て，リスクの低

い所を買うといったことです。できれば，一歩先を考え

る，我々の世代だけでなくて，次の世代を安心な社会に

導くためにはどうすることができるのかを考えることで

す。 

さらには，気候変動を前提とした取組みの一般化で，

これまで最大の被害や最も暑かったということも変わっ

てくる，そういうことを前提とした一般化，もっと暑く

なったら生業はどうなるのか，もっと大雨の時でもここ

は大丈夫で逃げられるのかということをしっかりと考え
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るような，取組みにできればいいと考えています。 

最後のまとめとして，気候変動による影響は避けられ

ない状況にあることは，今日御理解いただけたかと思い

ます。既に生じている影響を数々紹介させていただきま

した。そして，地球温暖化，気候変動に対する二つの対

策，緩和策と適応策の二つがあるということは，既に御

承知と思います。しっかりと緩和策に取り組んで一定の

目標を目指し，それを何とか達成しようということと，

それでも残る影響に対しては，我々は適応策を準備し

て，今の世代，将来世代の被害を回避して軽減するとい

うことを覚えていただければと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適応策とは全く新しい策ではありません。既存の施策

を，まずしっかり有効活用するとともに，さらに，それ

を改修，変更するときに，将来の気候を考慮し見直しを

行うというやり方だと考えています。そして，適応計画

を策定する時には，将来の影響という不確実な中で，意

思決定をしないといけませんので，計画を1回作ったら

終わりではなく，何度も見直しを繰り返して，例えば，

5年に1回見直す，新たな科学的知見が出たからそこで計

画の内容を考えることが重要です。 

最後に，緩和策，適応策だけ行えば，人間社会がハッ

ピーになるわけではなく，様々な課題があります。しか

し，気候変動対策を考えることによって我々がどういう

将来像を目指すのか，未来を考えるきっかけにしていた

だきたいということです。 

長期的な視点から，この緩和策，適応策に取り組んで

いただいて，幾つもある社会的な課題の中の一つとして

取り入れていただければ，将来的にこの問題を解決する

ことによって，持続可能な未来を構築できると期待して

います。 

 

  質疑応答 

座長 廣畑 昌章 熊本県保健環境科学研究所長 

先生は，国立環境研究所において，地方環境研究所と

連携を取りながら研究されている部分がございますけれ

ども，この地球温暖化に関する地方環境研究所の役割に

ついて，漠然とした質問になりますけれども，先生はど

のようにお考えになられてますでしょうか。 

 

講師 

私は，地方環境研究所の皆様には非常に重要な役割を

担っていただけると期待しているところがありまして，

それは，今日ご紹介させていただいた非常に長い期間の

データを蓄積することで，気候変動が生じているとか，

影響がどの程度生じてきたとか，頻度が増えるとか，強

度が増えたことが分かってくると思います。今年だけ，

去年だけとかではなく，しっかりとデータを蓄積する，

そういうデータを収集して分析できるというところは，

地方公共団体の研究者の皆様の得意とするところではな

いかと思っております。気候変動適応というものは，過

去から現在こう変わってきた，ではこういうことを取り

組みましょう，この地域では農業から取り組むべきなの

か，防災から取り組むべきなのか，健康から取り組むべ

きなのか，そういうところをしっかりと情報の蓄積と分

析，さらにはそれを普及するという中核的な役割を担っ

ていただけると，私は期待しております。 

 

座長 廣畑 昌章 熊本県保健環境科学研究所長 

気候変動適応に関する部分は，あまり世の中でクロー

ズアップされてきてないというか，先生がおっしゃった

ようにちょっと抑えられた部分，伏せられてきた部分，

少しタブー視されてきた部分があるかと思います。認知

度の低さ，理解不足というのは確かにあるかなというふ

うに，お話を聞いて考えたところでございます。 

適応の取り組みづらさというのもあるかと思いまけれ

ども，この点をもう少し，何か補足等ありましたら御説

明いただけないでしょうか。 

 

講師 

緩和という言葉は，低炭素から脱炭素というふうに変

わってきたところがありますし，それを認知してもらう

ために結構，時間がかかりました。2000年前半に，そう

いう言葉をどうしようか研究者の間で話して，イギリス

の方ではローカーボンと言われているのをどう訳すか，

「ロー」なのか，「脱」なのかとか，そもそも「脱」で

きるのかという議論はありますけれども，やはり長い年

月をもって，緩和は大分浸透してきました。 

適応も2018年に法律ができてからまだ短い期間なの

で，なかなか急速には普及できていないというところが

あるかと思います。一方，皆さんが取り組んでいる適応

策の事例等をA-PLATで紹介しておりますけれども，中に

はこれも適応になる，既に取り組んでいるということ
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は，数多くあるわけです。そのことを先ほど話しました

「わがこと化」，自分で行っている，自分も取り組める

ということがありますので，そういうところを上手く知

っていただき，取り組んでいただく，若しくはそれを理

解してもらうことがあれば，一つのいいやり方として，

その緩和策と並ぶ対策として，広く知ってもらえのでは

ないかと思っております。 

SDGsが2030年目標で広くひろまっておりますけれど

も，気候変動対策はその中の一つに入っているわけです

ので，そこをうまく知っていただけたらいいのかなと思

っております。適応という言葉が難しいのではないかと

いうことも言われることがありますが，この言葉を変え

るということについては，適応という言葉は世界的にも

アダプテーション（adaptation）ということで使われて

いますので，それを変えるということは難しいところ

で，私も悩んでおります。適応という言葉を知ってもら

うためには，地域気候変動適応センターと一緒に，これ

からも努力していかないといけないと考えております。 

 

山口県環境保健センター 元永氏 

肱岡先生の発表の最後の方で，気候変動を前提とした

取組みの一般化というところがあったと思いますが，例

として，国土交通省が2℃上昇，4℃上昇を前提に，気温

が上がるとどれぐらいの変化があるかというのを示され

ていたと思います。その他に，国や県で，気温上昇によ

ってどういう影響があるかというのをいわゆる一般化し

取り組んでいる例はありますでしょうか。 

例えば，農業分野や生物多様性の分野などでの影響に

ついて，国の方で影響を考慮したガイドラインなどが示

されていれば教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師 

研究ベースで，全国でどういう影響を受けるかという

ことについては，A-PLATを作る際に推進費のS-8でのリ

サーチもありまして，私は，それをベースにこのウェブ

を立ち上げており，地域別に見ていただける情報もあり

ます。 

ただし，その情報を受けて，地域別に目標を上げよう

とか，対応というところまでは，まだ日本ではなかなか

見られていないかなと思います。 

S-8というのは2010年に終わった話ですので，その後

の国土交通省，文部科学省が一緒に実施しているSI-CAT

やS-18など，どんどん新しい情報が出ていますので，

IPCCの新たな報告に合わせてしっかり更新しておかない

と，本当にリスクがどうなっているかわかりませんの

で，そういうものは，全部情報をいただいて，利用がで

きるように整備していきたいと思います。 

一方で，行政サービスの全てを網羅しているわけでは

ありませんので，こちらを研究していると言いながら，

実は山口県の欲しい項目全部を出せるかわからないで

す。そういう時は，特殊事情として専門の先生を紹介し

ますので，若しくは環境省が支援しています国民参加事

業という方で，自ら取り組んで，山口県とか様々な機関

と組みながら，自分たちの気になる影響をしっかり予測

しようということもできる状況にありますので，もしそ

ういうことが御希望ならば，是非御相談いただければと

思います。 

 


